
施設等利用給付認定変更申請書兼認定内容変更届 
多賀城市長 殿 

申請（届出）年月日 令和 ２ 年 １０ 月 １５ 日 

認 定 

保護者

住所 
〒 ９８５－０８５３ 

 多賀城市中央二丁目○－○

※認定保護者の欄には変更前の内容を記載してください。

氏名
ふりがな

多賀城
た が じ ょ う

 一郎
い ち ろ う 生 年 月 日 Ｓ・Ｈ 〇 年 〇月 〇日 

連絡先電話番号 ０９０－○○○－○○○○ 

認 定 

児 童

氏名
ふりがな

たがじょう  たろう
生

年 

月

日 

Ｈ・Ｒ 

２８年 ５月 １６日 
利

用

施

設 

○○○幼稚園 認

定

区

分 

第１号 

□第２号 

□第３号 多賀城 太郎

氏名
ふりがな Ｈ・Ｒ 

 年  月  日 

□第１号 

□第２号 

□第３号 

１．変更内容（該当するものにチェック）  

認定内容の変更 □ 認定内容を変更する（住所、保育の必要事由など）。⇒２及び３(１)～(４)の変更する箇所を記入 

認定区分の変更 
 現在の認定区分が第１号で、第２号又は第３号への変更を申請する。⇒２及び３(３)を記入 

□ 現在の認定区分が第２号又は第３号で、第１号への変更を申請する。⇒２を記入 

２.施設等利用給付認定の変更月  １１ 月から変更（転入の場合：   月   日に転入） 

３.変更内容（該当する欄に記入） ※(１)～(４)の該当する番号を○で囲んでください。 

(１) 住所変更【令和  年  月  日付  □転居 □転入】 

 〒  

(２) 家族構成【令和  年  月  日付 変更】 

理由：□出生 □死亡 □婚姻 ※１  □離婚 □同居 ※１ □別居 □その他 

氏名 続柄 生年月日 氏名 続柄 生年月日 氏名 続柄 生年月日  

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・
※１．第３号認定の場合…婚姻等により同居する者が、本年1月1日及び前年1月1日の住所が現住所と異なる市町村の場合は、お住まいだった市町村で発行され

る本年（前年）1月1日を賦課年度とする市町村民税所得割額が分かる書類（非課税証明書など）を添付願います。

(３) 保育を必要とする事由 ※２

父 母 

就

労 

雇用形態 常勤 □パート □自営 □内職 □その他（  ） □常勤 □パート □自営 □内職 □その他（  ） 

事業所 名称：株式会社〇〇〇 名称：：△△株式会社

住所：〇〇市・・・・ 住所：△△市・・・・

連絡先：〇〇〇 － 〇〇〇 － ・・・・ 連絡先：△△△ － △△△ － ・・・・

就労日数 １か月平均：   ２０    日 １か月平均：   ２０    日 

就労時間 １日平均：    ８      時間 １日平均：     ８     時間 

育休   年 月 日まで取得予定 □切上予定有  年  月 日まで取得予定 □切上予定有

その他保育の 

必要事由の 

変更 

□病気（診断名：            ） □病気（診断名：            ） 

□心身障害（障害名：          ） □心身障害（障害名：          ） 

□看護・介護（だれの：          ） □看護・介護（だれの：          ） 

□就学 □就学 

□就労予定 □就労予定 

□その他（                        ） □ 出産予定（分娩予定日:   年  月  日） 

  □ その他（ 

※２．保育を必要とする事由を証明する書類を添付してください（勤務証明書、就労予定申立書、診断書など）。

(４)その他（就学・障害者手帳発行、氏名変更、連絡先変更等） 

令和２年１２月１５日に○○○幼稚園から△△幼稚園に転園 

子ども・子育て支援法第３０条の８第１項等の規定に基づき、次のとおり、関係書類を添えて、子育て

のための施設等利用給付認定について申請、届出します。 
【申請にあたっての同意事項】   

①記載した内容は、施設等利用給付認定や施設等利用議の支給に関する情報として必要と認められる場合に施設・事業者に提供することがあるこ

と ②認定に必要な申請者及び同居家族の所得調査のため、関係部署や関係市町村から課税資料を閲覧・収集することがあること ③申請内容が

事実と相違した場合には、施設等利用給付認定を取り消すことがあること 

市収受印 

記入例 
～提出期限及び提出方法～ 

変更が生じる日の属する月の前月の２０日まで、施設を経由せず、多賀城市保健福祉部保育課（多賀

城市役所１階）に直接提出してください。 

提出期限をすぎて提出された場合、翌々月からの変更となる場合があります。 

～添付書類について～ 

就労：勤務証明書（自営・親族経営の場合は別途書類が必要） 

病気・心身障害：療養期間が記載された医師の診断書など 

看護・介護：看護・介護を必要とする方の医師の診断書や障害者手帳の写し 

就学：在学証明書、通学期間が分かる書類 

求職活動：就労予定申立書 

妊娠・出産：出産予定日が記載された母子手帳の写し 

育児休業（既に施設利用中の児童のみ）：育児休業期間が記載された勤務証明書

（育児休業期間が１歳に到達するまでの場合のみ） 

～変更内容について～ 

変更箇所の番号を〇で囲み、変更する箇所のみ記入してください。 

住所変更で、市外転出の場合は、施設等利用給付認定取消届を提出してください。施設の利

用を継続したまま、他市町村へ転出する場合は、転出先の市町村で申請が必要です。申請内

容等は転出先の市町村へ確認してください。 

～認定区分の変更について～ 
第１号から第２号又は第３号への変更⇒保護者が保育を必要とする事由に該当し、幼稚園等の

預かり保育の無償化を希望する場合（第３号は併せて非課税世帯であること） 

第２号又は第３号から第１号への変更⇒幼稚園等の預かり保育の無償化を受けていたが、保護

者が保育を必要とする事由に該当しなくなった場合 

～変更月について～ 
変更を希望する月を記載してください（申請（届出）年月日の月よりも後の月としてください。）。 

遡及しての変更は行えません。


